2006年10月17日

アフリカ日本協議会　近藤

『NGOから学ぶ！アフリカで活動するNGOのマネージメント』

第５回「助成金の枠を超えて（新しい事業実施・資金調達のあり方）」

１．日時：2006年10月6日（金）18:30-21:00

２．場所：丸幸ビル２F共用会議室（東京都台東区東上野1-20-6丸幸ビル２階）

３．講師：

①アフリカ友の会　代表　徳永瑞子氏

②ジョイセフ　事務局長　石井澄江氏

③ワールド・ビジョン・ジャパン　緊急援助課長　池田満豊氏

４．新しい事業実施・資金調達のあり方

５．出席者：22名（+講師3名）

*************************************************************************************

講師からのプレゼン①

「海外の民間財団や国際機関からの資金供与に関して」

＜アフリカ友の会代表　徳永　瑞子氏＞

①アフリカ友の会について

中央アフリカ共和国で活動している。コンゴ共和国・コンゴ民主共和国・スーダン共和国・カメルーン共和国・チャド共和国の5つの国にはさまれた、旧フランス領の国（首都はバンギ）である。来年で活動を始めて15年目に入る。

②エイズに関する活動

首都バンギは、川を挟んでコンゴ民主共和国と接している。川（国境）は５月の乾季になると渡って歩ける。コンゴ民主共和国で選挙があり、決戦投票が10月29日に実施予定である。どちらが勝っても内戦がまぬがれない状況になっている。

コンゴ民主共和国が内戦になると一瞬のうちに6000～7000人の難民が押し寄せたことがあった。こちらが内戦になると、コンゴ側に住民が逃げた。双方の内乱ごとにそれを繰り返す状態が続いていた。ボーダー（国境）の所は国境なき医師団等が活動している。

③1991年NGO「アフリカ友の会」設立

長い間、コンゴ民主共和国に滞在していた。アフリカサハラ砂漠以南地域にはHIV感染が拡大している。自分が若い頃、お世話になった人がエイズで亡くなっていくのを目の当たりにし、アフリカのために何かやりたいと思い、友達3～4人を集めて旗揚げしたのが1991年である。1993年から現地で活動を始めた。現地で活動しはじめて今年は14年目になる。国の保健センターの中に建物をたて、診療活動、啓発活動などを行ってきた。活動の目的は、アフリカ地域のHIV感染拡大防止とエイズ患者の支援活動が主である。

④エイズは音のない世界

アフリカのサハラ砂漠以南地域に世界のHIV感染者4200万人（世界）の70％が集中していると言われている。抗レトロウィルス薬（ARV）ができたにも関わらず、エイズによる死亡も年間240万人と厳しい状況にある。

「エイズは人権の戦争」である、といったのは、南アフリカ前大統領のネルソン・マンデラ氏である。2001年末はHIV感染率（15-49歳）である。

ボツワナ：38.8％、ジンバブエ：33.7％、スワジランド：33.4％、ナミビア：22.5％、南アフリカ共和国：20.1％、中央アフリカ共和国：13.8％となっている。

南アフリカ共和国は５人に１人が感染している状態である。

中央アフリカ共和国は公式には13.8%と言っているが、一部では18％～20％が現実的な数字だと言われており、決して改善していないのが現状である。

⑤アフリカ友の会の活動
1． 集団啓発教育　助産師・看護師のエイズ研修会　

大使館が小規模無償援助で事務所を建ててくれた。そこを拠点にして、助産婦や看護師、一般の人たちに対する教育を行っている。　

2． エイズ患者の医療支援

エイズ患者が、自分達の面倒を見て欲しい、自分たちはどうすればいいのか？など事務所前に座りこんだことがある。何日も食べていない、病院にいくお金がないと、エイズ患者が助けを求めて来るようになった。貧しいエイズ患者が感染源になっていく可能性もあり、彼らを支援しなければならない、と考えた。民間団体の長所は、資金さえあれば方向転換できることである。急遽話し合い、医師を雇い、診療活動を開始した。

3． エイズ患者の訪問診療

病院の70％がエイズ患者である。病院からも、治る可能性のない患者は入院させないでほしいと言われる。患者も、お金がないと入院しても薬も買えない、そういった状況の中でエイズ患者の支援をするために、患者さんたちの訪問診療を始めることにした。現在も継続中で、非常に喜ばれている。

4． エイズ患者への給食・食料配給支援

食料問題は、社会保障制度が整っていないので、この国ではエイズ患者たちに深刻な影響を与える。そこで給食や配給の支援を始めた。医療以前にもっと基本的なこと、「食べる」ことができていないことがわかり、医療の無力さを感じた。

5． 保健指導員の養成

６．家庭訪問によるHIV/エイズの啓発教育

最初は、集団で人を集めて村々を回って啓発教育を行っていた。わかっている人とわかっていない人の差がありすぎる。保健指導員の養成。家を一軒ずつまわりながらその人のレベルにあわせて教育していく。

7． エイズ患者の生活支援：洋裁教室・マイクロクレジット

現状では、医療支援をやって食べさせることを一生していかなければならない。現地では患者さんも自立してもらわなければ困る。洋裁教室やマイクロクレジット（グラミン銀行）をとりいれて、今現在はこの活動の拡大をめざす。

8． 栄養失調児のケア

栄養失調児の15％が母子感染児。世界銀行から巨額の資金援助があった。地方にも広げて栄養失調児センターを4箇所持っていた。世界銀行の資金が終了し、現在は2箇所にへらした。

9． エイズ孤児の就学支援

親がエイズでなくなっていく。親は自分の子供が将来どうなるのかが心配である。「アフリカ友の会」で看取った患者の子供の就学支援も行っている。
⑥友の会の自己資金

2004年3月～2005年2月末の実績を報告すると、会員からの寄付は1445万円で、助成金は329万円（内訳、毎日新聞希望ネットワーク：80万円／新潟ふれあい基金：100万円／アフリカ支援基金：149万円）となっている。事業収入：576万円で、女性ボランティアによるバザー収益が大きい。合計で2,350万円の自己資金になっている。

⑦郵政省　ボランティア貯金

1993年から2002年まで助成金を受けており、総合計金額は9600万円である。　　

利点：人件費や薬代に使用することができた。目にみえないもの、消えていくものに使うことができた。最初は3年間と云われたが、３年間では医療は結果がでるのが難しいので、5年間に延長してもらい、最終的には10年間も助成金をいただいた。

※日本大使館の小規模無償援助　3,000万円（１団体の助成額は500万円以内）　

この援助は、形に残るものに使用しなければならず、事務所建設・救急車・冷凍庫などを支援してもらった。

⑧世界銀行

世界銀行の助成金で行った活動は、エイズ対策プロジェクト、エイズ患者の医療支援、エイズの啓発教育、エイズ栄養失調児センター（3ヶ所）の運営である。２年間で計60万ＵＳドルの助成金をいただいた。期間は、2001年10月から2004年7月の2年10ヶ月で、 2003年のクーデターで政権交代による治安悪化が原因となり、本来であれば2年間のところ、10ヶ月延長して終了した。

経緯としては、当時の日本の大蔵省が、社会開発基金を世界銀行に委託した。その当時、森元首相がサミットにて感染症に対する取組みの強化を力説した。そこで、大蔵省が世界銀行に社会開発基金として拠出する時に、条件として、できれば日本のNGOで、アフリカで感染症問題に取り組んでいる団体への支援を行って欲しい、ということだったらしい。その条件に「アフリカ友の会」はあてはまった。つまり、こちらからアプローチをしたのではなく、世界銀行の方から声掛けがあった。当初2000万円の予算でプロジェクトを行っていたが、更に世界銀行から2年内で6000万円の追加金があったので、当時は非常に戸惑った。

⑨肺結核患者数の年推移

エイズには色々な日和見感染症があるが、一番数が多いのが、肺結核患者である。2005年は509名だったが、今年はすでに400名を越えており、800名まで増加する勢いである。自宅で療養をしている患者さんに、家庭訪問を行っている。

世界銀行から助成金を受けていたときは、家庭訪問のチームを２つ作って街中のエイズ患者の家を訪問していた。

⑩給食サービス・食糧配給

栄養失調児センター：1食につき450キロカロリーの食事を提供している。

子どもは低蛋白症が非常に多く、世界食糧計画から食料配給を受け、非常に助かっている。

⑪HIV/エイズ感染者登録数の年度推移

世界銀行で助成金を受けていた時は診療所の職員も倍増でき、2003年には新しい患者登録が1700名を越えた。ただ、最も困ったことは、世界銀行の助成金が終了したら資金不足と職員の削減で新患者数を減らさざるを得なかった。

助成金を受けるのは非常に嬉しいが、単年度などで限られている場合、助成金終了後の支金が続かず、難しいという反省点・問題点がある。助成金終了後は自助努力してくれ、といわれても日本で今までの2倍の寄付を集めることが難しい状況である。

⑫世界銀行の助成金終了により2005年より活動方針の変更

世界銀行の助成金終了に伴い、以下の活動方針に変更していった。

・エイズ患者の登録は、結核を合併した患者に限る。

・エイズ患者の生活支援・自立支援（マイクロクレジット）強化

・エイズ孤児の就学支援の強化

今まで登録していた患者は診療を続けるが、新しい患者の登録は結核を合併した患者に限定した。患者自身にも自立を促し、薬代も一部負担してもらうようにした。エイズ孤児たちのために就学支援の強化を行った。このように、世界銀行の助成金後の処理がうまくいかず、患者さんに迷惑をかけた。

⑬ビル・アンド・メリンダ・ゲイツ基金

50万ドル（年10万ドルを5年間の契約）の助成金を受けている。

期間は、2003年7月から2008年6月までで、プロジェクト内容としては、保健指導員の育成、啓発教育などを行った。首都に隣接する２つの州でプロジェクトを展開している。

2001年4月

ジミー・カーター元アフリカ合衆国大統領夫妻とマイクロソフト社・ビル・ゲイツ社長のご両親が「アフリカ友の会」の保健センターを訪問した。ジミー・カーター氏はギニア・ウォーム症対策を西アフリカで実施中。マイクロソフト社のチャーター機で、西アフリカから東アフリカに移動中、給油で立ち寄った中央アフリカのエイズの状況を見たいという提案があり、アメリカ大使が「アフリカ友の会」に施設見学を提案されたところ、同行されたビルゲイツの両親が息子の財団で支援したいと言われた。こういった経緯で、５年間の資金を頂くことになった。ただし、エイズの患者のためではなく、エイズ予防に使って欲しいと言われた。そこで保健指導員を養成し啓発教育を行い、この活動を郡部にまで広げることができた。

残り１年と数ヶ月で終わるので、延長を申し入れたが、断られた。今まで教育した保健指導員が活動を継続できるように、郡や市町村で給料や手当てをだしてもらうために市長と交渉をして回っている。助成金が終わる頃には、市村との話をまとめたい。赤道の森の中で生活しているピグミーにも、保健指導員が教育したり、一軒ずつ回って指導を行っている。350人の保健指導員がいるが、4～5人チームになって、月に4回の啓発教育を行なっている。われわれは啓発教育に関してはノウハウを持っていて、首都バンギでは細々と続けていたが、ビルゲイツのお金で、300キロ奥地の地方まで広めることができた。

⑭世界基金（世界エイズ・結核・マラリア対策基金、2002年に設立）

中央アフリカ共和国でARV（抗レトロウィルス薬）治療が必要なエイズ患者は4万人いると推定されているが、「世界基金の援助」でARV治療を受けているのは現在のところ2000名しかいない。UNDPがARVの配給を行っているが、薬だけもらっても患者をフォローするための看護師を増員せねばならず人件費がかさむから実施できないと、最初は断った。しかし、9月26日より「世界基金」の依頼で50名のARVの配給を開始することにした。12月からは50名分追加し100名となる。但し、現状では100名以上は増やせない。

問題点は、医師・看護師・保健指導員などの増員が望めないことと、医療関係者のトレーニングシステムがないことである。人件費がでないので、薬だけ届いても、指導する看護師・医師を雇うお金がないのが現状である。結局は自分たちの資金で職員を増やし、配給していかなければならない。薬が効けば、半年すれば健康になっていく人が何人もいるが、そのためには、手厚いフォローをしていかなければならない。

結論としては、「アフリカ友の会」として、資金を単年度・２年間など短期間でもらってプロジェクトを行うことが問題ではないかという結論になった。

事務局の近藤氏より：お金を使え使え、という時代は終わったと思う。一番費用がかかるのは事務所の経費である。現在は間借りをしているので家賃はゼロになった。スタッフは全部ボランティア、つまり無償で行っている。会員は現在1,000名か1,100名程で、振込金額は1500万円程度である。代表が移りすむところに会員が増えていくという傾向がある。来年は東京に居を移す予定もあり、さらに１５周年という節目の年なので、東京での会員を倍増するという計画を立てている。バザーに関しても、会員に声をかけて集めてもらったりしている。小さいところから地道に資金集めを行ってはいるが、現状は非常に厳しい状況である。

ファシリテーター（林）：お金は出る団体には出ているようだが、それが長く続かなかったり、使用目的が限られていたり、といった様々な制約の中で、一度活動を広げたものを縮小するという苦労があったのではと思う。

徳永さん：我々はユーロで活動を行っている。ユーロができた時は、１ユーロが99円だったが、今1ユーロが150円となり、日本で集まる寄付金額は同じでも、ユーロに換金すると額が減り、そのあたりも苦労している。

質問：世界銀行とは現場レベルでの調整ということでしたが、東京の世銀事務所との関係や調整の必要はあるのか？

徳永さん：何回か東京の事務所にも訪問したが、東京とはあまり関係や調整の必要は無かった。

質問：食料を世界食糧計画（WFP）から得られることができたという話についてですが、大量の食料を港までは運ぶが、港から現地まではカウンターパートや団体が運ばなければならないと聞いたことがあるが、そのあたりはどうなのか？

徳永さん：診療所まで全部届けられる。但し、患者には蛋白質が足りないので蛋白質を出して欲しいとお願いをしているが、とうもろこしの粉など穀物ばかりが届く。体が弱った患者は、1人14キロの粉を持ちきれないで、もらったら売って現金にする患者も多い。ミルクなどの蛋白質が欲しいが、穀物ばかりが届く。WFPは、きちんと配給を行っている「アフリカ友の会」には、食糧を貰って欲しいという姿勢である。エイズ患者用、エイズ患者の家族用、結核患者用、栄養失調児用、と４種類に分けて同じ穀物が届く。配給のたびに患者の体重計測が義務づけられており、配給にも労力がかかる。配給はうけたいが、輸送料や人件費を考えると、ミルクや魚の缶詰などの方が、コンパクトでカロリーもあるので、そういったものを配給してもらいたいと願っている。

JICAの委託事業経験や国際NGO・米国の助成団体のサポートを受けた経緯やノウハウについて～ジョイセフの事例～

＜ジョイセフ　事務局長　石井澄江氏＞

①はじめに（ケーススタディ１：米国の助成団体について）

米国の助成団体（FOUNDATION）の特徴

あくまでも現在までジョイセフが助成金をうけてきたものに関して述べるので、これが普遍的ではないということを念頭においてほしい。

②（米国の助成団体の）特徴

◇助成団体独自の戦略策定（例：グローバル戦略）

◇助成分野の特定　（例：人口、環境など）

彼らは独自の戦略を持っており。団体が大きくなればなるほど、グローバルな戦略を作り、グローバルな問題意識の中で助成分野を特定している。

◇助成団体同士で積極的な情報交換の実施

日本ではあまり聞かないが、助成団体どうしの情報交換が積極的に行われている。年に1～2回は助成団体が全部集まって交流会を開いているようだ。他の団体から助成受けることが信用につながる

◇他の団体から助成を受けることが信用に繋がる

ある団体から助成を受けているという事実が、他の団体に申請をだすときに、信用になる。日本では、既に助成金を受けている場合は、これ以上必要ないのでは？と思うが、米国では逆に信用になる。

◇メールベースでの対応（例：関心表明や簡易プロポーザル提出など）

関心表明や簡易プロポーザルは、全てメールで問題はない。

◇申請は通常１年に数回可能

承認のために、理事会も年に何回か定期的に開いていることが多い。

◇成果主義・ビジネスモデルの応用　

最近の特徴は、成果主義やビジネスモデルをかなり積極的に使っているようだ。はっきりとしたインプットとはっきりとしたアウトプットで、それがどの位効率的かということをあらかじめ計算して対応する傾向が特徴的にある。それから、助成を打ち切るといった場合は、ある日突然やめることもある。そのあたりはかなりドライに対応している。人情的に対応するということはない。自分達の戦略や分野、グローバル戦略の中で自分達がどういう戦略をもっているかが重要で、それに対してサポートするからには、そことの関連で、そこでどれくらい成果があがるかを期待しているので、ある程度明確にならないとすぐに助成を切ってしまう傾向にある。

③（米国の助成団体の）ドナーを探すには？
◇米国においては助成団体のリストあり（但し、高価でしかも米国国内限定情報が多い）

◇ネットでの検索（キーワードなどを入れながら検索してゆく）

助成団体のリストはあるが、高価で米国国内限定情報が多いので、経験値から考えると、ネットでの検索が一番有効だと思われる。様々なキーワードを入れる。例えば、FOUNDATION、GRANTといったワードや、分野、特定のエリア（例：アフリカ・ケニア）などを入れて、検索していく。時間はかかってしまうが、今の状況では検索には最も有効な方法であると思う。団体によって、華々しく宣伝が書いてあるところと、地味に知名度をあげないようにしているところがあるが、色々な団体をマメに見てフォローしていくのが、人件費はかかるが初期投資が必要ではないので、良いのではないだろうか。

◇友人や他の団体の紹介

友達に紹介してもらうのは効果的である。ある団体の助成金を芋づる式に紹介をしてもらうのが意外と役に立つ。ドライなわりに、人間関係などのウェットな部分が意外と効いたりもする。

④（米国の助成団体の）ドナーの見極め
◇自分達の関心分野を支援している団体であることの見極め

◇プロジェクト、対象地域、アドボカシーなどの関心分野についても注意

いくつか絞込みを行った後、本当に自分たちがやりたいことを支援しているのか、ということをしっかりと検討すべきである。プロジェクトを好んでいるのか、アドボカシーを中心にやっているか等、そういう分野を書いてあるところもある。勿論、細かいことが書いていないところもある。最近の傾向は、米国の助成団体は小さなプロジェクトには興味を示さなくなっている。現在、しきりに「スケーリングアップ」という言葉を耳にすると思うが、投資を大きく、成果も大きく取ってスケーリングアップをしたいという傾向がある。たくさんのところに助成金を出すより、特定のところに多額の助成をし、大きな成果を求めてくる。つまり、非常に成果主義になっている。エイズなどの分野で、治療のための大きなプロジェクトが動いているが、数値を上げるのが大命題となっている。今まではパイロット的なプロジェクトにお金を出すことがあったが、現在はグッドプラクティスは既に多く存在しているので、とにかくそれらを活用してスケーリングアップを図ることが要求されている。その一方で、アドボカシーを中心に助成を行う団体もある。プロジェクトよりも、グローバルに声をあげてグローバルな動きを作っていくことによって、イニシアティブを展開していく場合もある。よって、自分の団体の方向性や、対象地域を十分に見極めることが大切である。

⑤（米国の助成団体の）準備
◇団体概要、関心分野などを簡略に英語でまとめる

自分たちの団体の概要や、関心分野やなどをA4一枚の紙にまとめておく。いつでもメールベースで出せるように準備をしておくことは必須である。

◇また、助成団体の関心分野だけでなく、グローバルな視点を持つ

自分たちの関心分野を、常にグローバルな視点と結びつけて考えることが大切である。

◇MDGsのような開発イニシアティブにどのように貢献できるかを常に考える

今から出そうとしているプロポーザルが、開発イニシアティブにどのように貢献できるか？その中で自分たちはどういう貢献が出来るのか？といった視点で資料を書くのが良い。

⑥さぁ、関心表明（簡易プロポーザル）を送ってみましょう！

◇友達や紹介してくれる人、団体はいないか探してみる。

初めてのことは多大なエネルギーが必要である。経験値のある人たちから色々な情報を集め、なるべく無駄を省く方が良い。（例：コンピューターを始めから習うより、コンピューターに慣れている人に教えてもらう方が早い）

但し、1回でプロポーザルが通ることは稀で、何十本出して一本通るかどうか、という心持で望むべきである。

⑦（JICAの業務委託）プロセス

JICAは最近アウトソーシングを促進している。受託するには、コンサルタントと同じように、入札をし、落札したうえで業務を実施する。下請けに近いと考えなければならない。まずは業務委託のプロセスを知ることが大切である。

JICA登録→公示情報のチェック（毎週水曜日）→関心表明（１週間以内）→業務指示書の送付（By JICA）→プロポーザルの提出　（2週間以内）

毎週水曜日に必ず公示情報をチェックし、自分たちの興味がある案件があるかどうかを探す。JICAの公示情報はJICAのHPのみに掲載されているので、必ず毎週自分達で確認を行う。また、少しでもJICAの業務委託に関心がある団体は、登録だけはしておくべきである。関心表明を出す場合に登録から始めると時間がかかりすぎてしまうからである。関心表明を出すと、JICAから業務指示書が送付されてくる。そこから２週間以内にプロポーザルを提出する。この２週間というのがかなり厳しく、大量の業務をこなさなければならない。

⑧何が問題なのか

プロジェクトの業務委託を受けているのはNGOではジョイセフだけである。

◇膨大な事務量を短時間でこなさなければならない

プロジェクトの青写真を作成し肉付けする作業や、予算の細かい積み上げなどを全て2週間で行わなければならない上に、入札制度なのでプロポーザルを出したからといって必ず選ばれるわけではない。競合して選ばれて初めて、第一位の交渉権を得られる仕組みである。そこからまた、プロジェクト実施までには修正などの事務量がかかってくる。競争相手はコンサルタント会社や他のNGO、もしくは自治体、大学などである。

◇NGOとしてのミッションと委託事業とのすり合わせ（本当にこの仕事がしたいのか？）

本気で取り組まないと挫けそうになる程の事務量なので、団体のミッションと本当に合致した事業を取らなければ腰砕けになる可能性もある。

◇委託業務ガイドラインなどを読みこなすには経験値が必要（はじめての時はどうしたら良い？）一度読んでも判らない場合もあるので経験値が必要となってくる。

◇発注者と受注者の関係（上下関係しかない？）

発注者と受注者の上下関係しかなくなると認識しなければならない。
◇予算交渉のプロセス

非常に細かい作業なので、自分達のなかではっきりとした基準や算定の根拠となるものを示すことができないと、暗礁に乗り上げる可能性もある。
◇資金調達

資金調達が難しいのは、前払いを受けるときには銀行の保証書を提出しなければならない。提出するにはお金がかかる。大きなプロジェクトの場合、年間で3000万～5000万、MAXで１億円など、大きな金額を動かさなければならない。保証書をもらわない場合は年度を越して精算されてしまう場合がある。それまで間の資金をやりくりしなければならないのが問題である。

◇精算業務の煩雑さ

例えば、ガソリン1.325リットル買ったとすると、そのときのレート23.733などの数字を絶対に繰り上げや四捨五入などをしてはいけない。JICAのルールをわかっていないと、自分達のやり方で行ってしまうと後で処理が大変で、全てやり直さなければならない事態に陥る。

◇提出書類の多さ
⑨それでも実施するのは

◇ODAの効果的な活用

それでも実施するのは、NGOがODAを効果的に活用する先例となりたい、という思いがある。

◇スケールメリット（プロジェクトからプログラムへ）

NGOのスケールではできないような、プログラムの実施が可能。このスケールメリットというのは、NGOの発想ではなかなか出てこないものである。

◇途上国の政府（国・地方）と対等な立場で協議

◇NGOのグッドプラクティスをスケールアップすることで、広域な住民に対する直接的な裨益が可能。

つまり、対象国と対等に協議でき、プロジェクト・プログラムの成果を政策に反映することが可能になり、小さな事業ベースでやっていた住民に対するサービスが、ODAを活用することでさらに広域な住民に対して提供可能となる。

◇NGOとしての自分達にとって意義やチャレンジがあるから

これがなかったら取る意味はないと思っている。ジョイセフなりに自分たちの意義をもってプロジェクトを行っている。このプロジェクトはJICAではなくNGOでなければできないという自負を持って遂行している。また、実施のプロジェクトがJICAの将来的な基礎や政策に反映させていく、という強い意志やコミットメントがないと最後まで遂行できない煩雑さがあるのは肝に銘じておくべきであろう。

質問：アメリカの例で、色々な財団や特徴があるという話だが、ヒット率どれぐらいなのか？

石井さん：米国には人口という分野があったので、比較的継続して助成金をいただいている。他の分野はなかなか難しいのが現状である。米国の財団の良い点は、人件費・管理費に十分使用できることである。その点では運用が楽である。2年～3年といった中期的なものが中心なので、繰越が可能である。

質問：監査はどうなっているのか？

石井さん：持っているところと持っていないところがある。ジョイセフの場合は、公認会計士に監査をお願いしているが、パッカードなどのように、人件費や監査料は助成元負担で日本の監査法人を雇い、定期的に監査を行っているところもある。

質問：自分たちの団体が経験したことだが、プロポーザルを提出する際、当時のレート計算でプロジェクト予算を提出したところ、戦争でレートが大幅に変動して困ったことがあった。レートに関してはどういった処置をとっているのか？

石井さん：プロジェクトの変更届けを出せばよいのではないだろうか。修正理由と修正案をメールか手紙で送付し、変更してほしいと依頼してみることが大切である。国連は可能だと思う。予算の10％ぐらいまでは調整が可能だと思われるが、それ以上になると縮小せざるを得ないのではないか。

質問：ジョイセフは米国の財団、JICAのほかに、どこから資金を調達しているのか？

石井さん：国連と国際機関、からも継続的にいただいている。

講師からのプレゼン③

「世界食糧計画（WFP）と国連高等弁務官事務所（UNHCR）との連携の具体例と課題」

＜（特活）ワールド・ビジョン・ジャパン　海外事業部　池田満豊氏＞

国際機関と一緒に活動する際に大事なのが、国連からの資金は、助成金というよりも委託金になる。その機関のマンデートに従って、インプリメント・パートナーとして事業を行っていく。よって、大部分は助成金のように自分たちのアイデアがベースではなく、彼ら（国際機関）の方向性を見極めながら、それに合致した提案をしていく形になる。よって、収入が必ずあると考えると後でとんでもないやけどをする可能性もある。

①何故国連機関との連携をするのか？

◇現地でのコーディネーションとデマケーション（事業実施地／セクター）

現地には、コーディネーションとデマーケション（事業実施地／セクター）が存在するが、この二つは非常に大切である。

３年前のイラクのプログラムについて話し合った例を挙げる。イラク攻撃の期間は、キプロスで

イラクでのコーディネーションについて話し合いを行った。そこで、国連や国際機関、NGOコミュニティーなどが集まりで戦略作りを行った。私が担当したのがイラク北部・ニエベ州でのIDP(国内避難民)支援だった。その州でのIOM（国際移住機関）との連携の中で、IDP支援のフォーカルポイントということでWVJのポジションを確保した。その後、戦争が終結し、国連機関や国際NGO、国際機関などが入ってきたときに、どのような支援をしていくかという話し合いになったとき、IOMのリソース（ノンフードアイテム）とNGOのリソース（WVJであれば毛布など）のマトリックスをつくって、誰がどこを担当するのか、コーディネーションや地区割り（デマケーション）をして分担を行っていった。

大切なことはお互いがどのようなリソースをもっているのか、それは誰がやるのか、フォローアップは誰がやっていくのか、つまり、コーディネーションミーティングの中で、現地でのコーディネーションとデマケーションを決めることが非常に大切であるといえる。

◇ファンディング・ソースの多様化（プロジェクト形成ＶＳプログラム作り）

ひとつの単体のプロジェクトを行うのは、限界があると考える。例えば難民帰還の支援の場合、UNHCRとIP（国際的なパートナー international partner）を結んで単体の事業を行なったとしても、帰還させて終わりとはいかない。難民のその先（リインテグレーション・地域の再統合）も重要になってくる。そういった点で、大きなプログラムを描くことが必要とされる。そうしなければ中長期的な支援は望めないのではないだろうか。

◇団体のマンデート（ストラテジック・チョイスVSオポチュニティー・ベースト・アプローチ）

自分の団体が国連と働くことがオポチュニティーであるのか、それとも自分たちの戦略上にあるのか、よく吟味をして進めていく必要がある。例えば、WFPは食料を運ぶ団体・UNHCRは国境を越えた難民を輸送する団体・IOMは国境を越えない避難民を支援している。国連機関はマンデートが非常にはっきりしているが、実際に必要な人のためにはそれらのマンデートを統合してプログラムを作らなければならない。よって、自分たちの団体の戦略（活動地域・得意分野・スパン）をよく考えて連携する必要がある。オポチュニティーはたくさんある。インプリメントパートナーがいない場所やセクターを狙っていけば必ず見つかるはずである。但し、得意な分野や地域を見極めず、連携しやすいので始める、ということだとその後が続かないのではないか。国連と連携することが自分たちの事業が有効にしていくのか、そういう視点がないと難しいと思う。

②WVJの収入で見る国連機関との連携　～収入から国連機関との関係をみる～

チャイルドスポンサーシップ・一人が月額4500円で一人の子供の長期的なスポンサーとなる制度で、2005年度は11億円の収入があった。また、募金・寄付金が5億6千万、補助金・委託金が９億６千万であった。今回注目するのは、補助金・委託金の部分である。

補助金・委託金などの収入内訳は三つ

政府系機関からの補助金が1億3千８百万円と少ない。民間団体からが１億２千万円弱。国際機関からの委託金が７億であり、総収入の24％を占めている。ユニセフに関して言えば、その年に起きたエチオピアの旱魃で、水と衛生に関する事業を行った。一番大きいのはWFPからの４億４千万円で、ほとんどが物品で食料を受けて、それを収入として計上する。

UNHCRからの委託金の内訳は、ケニア北部でのトゥルカナ地方のカクマ難民キャンプにおけるシェルター建築の委託事業である。世界銀行の補助金はアンゴラでの除隊兵士の再統合の事業である。意外だと思われるかもしれないが、政府系機関からの補助金は全体の5％しかない。

③WVJとマルチ・ファンディング・アプローチ

WVJはリベリアの支援からマルチ・ファンディング・アプローチに、より本格的に取り組んでいる。その理由は、あるプロジェクトを形成する際に、一つの助成金だけで事業に対応していくと、その助成金が切れれば事業が終了してしまう可能性や、一つの助成金だけに頼ると活動も限られてしまうが、複数の助成金を組み合わせることでより長期的で多くの活動が可能となるからだ。

例えば、リベリアで、4つの事業を行った際、JPF助成金、自己資金、JPF助成金を補完するWFPからの食料とキャッシュを組み合わせて行った。

よって異なる性格の資金を有効に用いることによって相乗効果が可能になる。

④WFPとの連携と課題

◇GFD(General Food Distribution)、FFW（Food For Work：労働の対価としての食料）、FFE(Food For Education)など食料をリソースとしたプログラミングが可能。

◇リソースのあるNGOとの連携を求める。

国連は最初からNGOのリソースを予算シートに書かせる。どういったものを出すのかというと、ＮＧＯ管理費、インプット、スタッフのコスト（UNHCRの場合、５％のオーバーヘッドコスト）、車両など。６ヶ月のプロジェクトで、２億円NGOが準備しないと成立しない。

◇自己財源として全体収入の約10％必要

例えば、スーダン・ダルフールでWVJがIPとしてプロジェクトを行った際、食料の合計が20億円かかった。よって10％の2億円をWVJで用意しないと運営が成立しないという現実がある。今は、WVJオーストラリア・WVJ香港など世界の事務所が8つ程協力し合って事業を行っているというのが現実である。

◇配布のノウハウと経験が優先　

厚い本1冊程度のマニュアルを頭に入れないと、国連機関の事業が展開できない。色々な規定がある。レポーティング（アカウンタビリティー）は100グラム単位でレポートを書かなければならない。どこで何がなくなっているのか、といったかなり詳細なレポートが必要とされている。

◇GIK（gift in kind 物での収入）＋ITSH（internal transport, storage and handling 食糧を配布する際の現金）が収入

交渉の仕方をいらないと、踏み倒される。契約の段階で、1トンあたりいくらを保障する、といった交渉しないと、黙っていても入ってこない。

◇FLA（field level agreement）の内容はWFP優位に設定されているため、ネゴシエーションが必要。細かい契約をわざわざ個別に設定しないと、持ち出しばかりが大きくなってしまう。

◇契約と実収のギャップ

WVJは学校給食を行っているが、ひどいときは、契約書に記載されている額に対して、実際の契約額の、32パーセントの食料しか来なかった。WFPとドナーのプレッジ実数との不一致が原因だと考えられる。WFPとのフードパイプラインが壊れる可能性が常にある。例えばスクールフィーディングは比較的に安定している地域で行っているが、飢餓が発生した場合には食糧が優先的に飢餓地域に流れてしまうので、学校給食の実施場所には来ない。毎月契約した倉庫代や人件費はかかってしまい、大きな赤字になってしまう。

◇調整・協議は現場レベル

予算を現場レベルで行わないと、あとで調整が難しくなってくる。

⑤UNHCRとの連携と課題

UNHCRに関してもWFPと同じ取り組みが求められる。

◇予算時期に現場レベルの交渉が必要

予算の時期に現場レベルでプロポーサルを提出して話し合いをする必要がある。

◇リソースのある団体との連携優先

◇自己財源（WVJ全体の予算約20～30％をあてている）

◇UNHCRの方向性に従ってプロポーザルを準備（セクター、地理）

◇NGOと国際機関が何を行ないたいのか、すり合わせが必要。

◇ＭＲ（モニタリングレポート）ベースの支払いと予算カット

サブプロジェクト・モニタリングレポートを必ず提出しなくてはならない。そして支払いが2期であったり3期であったりする。基本的に自動的に契約どおりにお金が入るわけではなく、モニタリングに対して払われる、という形式になっている。そうかといって、契約した100％のお金が払われるわけではなく、南スーダンでは、全体の49％予算カットされてしまった。相手の予算をよく見ながら連携をしないと、とんでもない赤字をかかえる可能性がある。

◇危機フェーズにあわせた動きへの対応

UNHCRとやっているから末永く安泰というわけではない。フェーズが変われば、やることも変わってくるので、国連機関のマンデートをよく見極めるべきである。

＜質疑応答＞

質問：自己資金といったときに、JPF（ジャパンプラットフォーム）とUNHCRと合わせて使うことはあるのですか？

池田さん：いろんなパターンがある。自己資金とUNHCRを合わせて使う場合もあるし、JPFのリソースがあってUNHCRの事業をする場合もある。

質問：国連サイドからみると、NGOと組むことはどう考えているのだろうか？

池田さん：国連のほとんどの事業実施はNGOがやっている。事業をやるNGOがいないと国連機関の事業は成立しない。ただ、エチオピアなど、国連と政府が直接連携するなどの例外もある。

質問：プレゼン資料5ページの金額の単位とFLAの意味は？

池田さん：すべて円額で記載されている。Hが現金、BがJPFからの資金、ＨがWFPからの現金になっている。FLAとはField  Level  Agreementの略語で、実質的なNGOとWFPとの契約書である。

質問：このような用語は全て覚えなければいけないのか？

池田さん：その必要はないです。

＜パネルディスカッション＞

質問：資金を受け取ろうと思ったきっかけは何だったか？

池田さん：正直な話、収入です。日本政府からの助成金が難しい状況だったので、委託金を増やすためには、２国間援助だけではなく国連から収入を得たいと考えたのがきっかけです。しかし、やってみると大変なことが多いと感じている。

石井さん：たまたまジョイセフが得意な分野で連携のある団体が米国にあったので始まったという経緯がある。JICAの委託事業をやってみるとわかることは、表に出てこないことにかかる必要経費がある。プロジェクトの表の経費としてはどうしてもみられないお金を管理費として出さなければならない。当初考えていたよりは簡単ではないな、と思った。

徳永さん：小さな民間団体なので、身の丈に合わせてやっていこう、と考えている。10年間中央アフリカ共和国で私たちが踏ん張ってきた結果、世界銀行やゲイツ財団からお金が来た。これからも、わたしたちの活動の目的は、アフリカの現状を知って欲しい、エイズはアフリカだけの問題ではない、こういったことを発信しながら、日本の支援者と会員1500名とのギブ＆テイクの関係を築いていきたい。

質問：助成金申請にあたる業務量はどのくらいなのか？

石井さん：例えば２週間でプロポーザルを書く場合、ひとりではまず書けない。というのも予算の積み上げ、見積もり・情報の取得、同時に内容の設計の作業が求められる。よって、片方では予算などの緻密な作業で、もう一方では図面・プロジェクトの設計図を描く。よって、だいたい2、3人チームで行わないとできない。規模は、JICAの業務委託では、年に5千万から１億の予算です。実際に動かす場合は恒常的に関わる人数が2～3人、更に経理専門・ロジスティックなどの人材が必要となってくる。

池田さん：例えばジャパンプラットフォームの資金の場合、さまざまなデータから、なぜその緊急支援が必要なのかという関心表明を出す必要がある。２団体以上共同で行うことになっている。その後共同で現場に行き、プロジェクト形成をする必要がある。それが２週間ほど必要である。帰ってきてからそれらを精査して、プロポーザルを作成する。プロポーザルを提出すると、色々なコメントが返ってくるので、更に練り直して最終的に承認となる。２人の人間が毎日これらに関わって事業を行う。一旦事業が始まると、マネージャーであれば、月に自分が働く時間の３％～10％ほどをあてている。現地の人はプロジェクトに一日中関わっていく事になる。予算規模としては、５千万から１億円ほどのプロジェクトになる。

質問：ケーススタディのドナーの見極めで、米国の助成団体の場合、アフリカに関心のある団体の比率を教えて欲しい。JICAの事業におけるアフリカの比率はどのくらいなのかも教えて欲しい。

石井さん：米国の団体に関わらず、世界的にアフリカが今、一番助成金がとりやすいといえる。JICAも西南アジアとアフリカの優先順位が非常に高い。ただ、公示状況でのアフリカの割合ははっきりわからない。ある程度まとまった技術協力型は実施しにくいといえるのかもしれない、というのも、アフリカは援助協調が進んでいるので、プロジェクトをするのではなく、お金を皆で出し合って、プログラムや開発計画をやっていくほうが良いのでは？という考えが強くなっている。ドナーベースで協調されていけばいくほど、小さなプロジェクトが実施しにくくなっている。そういった点で、いまアフリカはNGOの仕事がしにくくなっていると思っている。また、キャパシティーの問題で、実際に成果がでるまでに時間がかかることがあり、成果主義では無理がでてしまう。しかし、ドナーはプロジェクトベースでお金を出せば、短期間での結果を期待するので、そこに本当にプロポーザルを書くべきか？という疑問も在る。

プロジェクト単位ではなく、プログラム単位で実施することが求められてきている。プログラム全体のプランナーであったり、NGOの位置づけが変化していく。そして、それに見合う交渉力や、自分たちの全体像に対する位置づけ、魅力をもっていないと、助成金の枠からは弾かれてしまう傾向にある。

日本のNGOはコストが高いので、日本のNGOがやる意義を考えなければならない。特に業務委託をする際、自分たちの存在意義が問われる。北のNGOに何故お金を出すのか？そのような見方もすべきである。発展途上国にもNGOはあり、ずっとコストが安い。地元のNGOがJICAの仕事を請けたりできるように、流れができ始めているのが現状である。

質問：今後に向けて展望を教えてください

池田さん：今後も国連との連携を進めていきたい。ただ、単に国連の下請けになるのではなく、日本の助成金・自己資金・UNの資金などを合わせトータルでどのような相乗効果が得られるのか、そのモデル（先例）を作った上で、それらを他の団体とシェアしていければ、と思う。同時に、国連との連携においては、自分たちの事業の質が大切になってくるので、世界基準に達するよう事業の質を上げ、お金を有用に使って努力していきたい。

石井さん：ひとつひとつの事業に対して、自分たちにとってこれはどのような意味があるのか、丁寧に問うていきたい。やるだけの意味があるのか今後も問い続けたい。同時に、NGOとしてもプロでありたい。

徳永さん：地域に根ざして活動をしていき、職員の教育なども高いレベルに到達していると考えている。私たちが心を痛めるのは命の格差で、何で日本では死なないのにアフリカではエイズで多くの人が死んでいくのだろうか。また、保健指導員の教育など、命の格差を埋めるために、これからも地域にあくまで根ざし、いつの日か彼らが自力でやっていくことを願っている。

　　
